
次のとおり一般競争入札に付します。

国立研究開発法人水産研究・教育機構

１．調　達　内　容

（１） （単価契約）GRAS-Diによる魚類DNAからの塩基配列データ取得業務　一式

（２） 入札説明書による。

（３） 入札説明書による。

（４） 入札説明書による。

（５）

２．競争参加資格

（１）

（２）

（３）

（４） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者でないこと。

（５） 本業務を履行しうる知識、技術を有することを証明した者であること。

３．入札説明書等の交付方法

長崎県長崎市多以良町１５５１－８

国立研究開発法人水産研究・教育機構

水産技術研究所　管理部門管理課

電　話　０９５－８６０－１６０５

ＦＡＸ　０９５－８５０－７７６７

　　②郵送による交付

　　③メールによる交付

４．入札説明会の日時及び場所等

履 行 期 間

入　　札　　公　　告

令和６年３月２７日

水産技術研究所　管理部門長　二階堂　英城

調 達 件 名 及 び 数 量

調 達 の 仕 様

納 入 場 所

入 札 方 法 　入札金額は、それぞれの単価に予定数量を乗じて算出した合算額を記載すること。また、落

札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加

算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

国立研究開発法人水産研究・教育機構契約事務取扱規程（平成１３年４月１日付け１３水研第６５号）第１２条第１項及び第１３条

の規定に該当しない者であること。

令和４・５・６年度国立研究開発法人水産研究・教育機構競争参加資格または全省庁統一資格の「役務の提供等契約」の業種で｢調

査・研究｣または「その他」で「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」または「Ｄ」いずれかの等級に格付けされている者であること。

国立研究開発法人水産研究・教育機構理事長から物品の製造契約、物品の販売契約及び役務等契約指名停止措置要領に基づく指名停

止を受けている期間中でないこと。

ただし、全省庁統一資格に格付けされている者である場合は、国の機関の同様の指名停止措置要領に基づく指名停止を受けている期

間中でないこと。

　競争参加希望者は、以下により入札説明書等（入札説明書、入札心得書、契約書案、入札書

様式、委任状様式等）の交付を受けること。

　　①直接交付

封書に「（単価契約）GRAS-Diによる魚類DNAからの塩基配列データ取得業務入札説

明書希望」と記入し、返信用封筒（角２）に２５０円切手を貼付し、上記①あて郵

送のこと。

任意書式に「（単価契約）GRAS-Diによる魚類DNAからの塩基配列データ取得業務入

札説明書メールにて希望」と記入し、社名、担当者名、メールアドレス、電話番号

を記載のうえ、上記①あてＦＡＸ送信すること。

　仕様書等に関し質疑がある場合には、令和６年４月５日までに上記３．あてにメール（アド

レスは入札説明書に記載）またはＦＡＸにて質疑を行うこと。当日までの質疑を取りまとめ、

回答は入札説明書受領者全員に対して行うとともに当機構のホームページにて公表することに

より入札説明会に代える。なお、当該日以降に質疑が発生した場合も随時受け付け、同様に対

応する。
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５．証明に関する事項

（１） 証明書等 入札説明書による。

（２） 提出場所 ３．①に同じ。

（３） 提出期限 令和６年４月１６日　１７時００分　必着のこと。

６．入札の日時及び場所等

（１） 入札書の受領期限及び場所 令和６年４月１６日　１７時００分

３．①に同じ。

（２） 開札の日時及び場所 令和６年４月１９日　１１時００分

長崎県長崎市多以良町１５５１－８

国立研究開発法人水産研究・教育機構

水産技術研究所長崎庁舎　小会議室

７．そ　の　他

（１） 契約手続きにおいて

使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨。

（２） 入札保証金及び契約保証金 免除

（３） 入札の無効

（４） 契約書作成の要否 要

（５） 落札者の決定方法

（６）

（７） 詳細は入札説明書による。

８．契約に係る情報の公表

（１） 公表の対象となる契約先

次の①及び②いずれにも該当する契約先

②当機構との間の取引高が、総売上高、または事業収入の３分の１以上を占めていること※注２

※注１

※注２

（２） 公表する情報

①当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名及び当機構における最終職名

②当機構との間の取引高

③総売上高または事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分のいずれかに該当する旨

　３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満または３分の２以上

④一者応札または一者応募である場合はその旨

競争参加者は、上記２．（２）及び（５)を証明する証明書等を提出しなければならない。

　ただし、質疑内容に個人に関する情報であって特定の個人を識別し得る記述がある場合及び

法人等の財産権等を侵害するおそれのある記述がある場合には、当該箇所を伏せまたは当該質

疑を公表せず、質疑者のみに回答することがある。

入札書及び証明書等は、上記日時までに提出。

開札は、証明書等の審査を終了した下記６．（２）にて行う。

　本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書及び入札に関する条件に違反した入

札書は無効とする。

　予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

　ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正

な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定

価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落

札者とすることがある。

競争参加者は、入札の際に国立研究開発法人水産研究・教育機構の資格審査結果通知書写しまたは全省庁統一資格の資格審査結果通

知書写しを提出すること。

①当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること、または課長相当職以上の職を経験した者（課長相当職以

上経験者）が役員、顧問等※注１　として再就職していること

なお、「当機構」とは、改称前の独立行政法人水産総合研究センター及び国立研究開発法人水産総合研究センター、統合前の独立行

政法人水産大学校を含みます。
「役員、顧問等」には、役員、顧問のほか、相談役その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、経営や業務運営

について、助言すること等により影響力を与えると認められる者を含む。
総売上高または事業収入の額は、当該契約の締結日における直近の財務諸表に掲げられた額によることとし、取引高は

当該財務諸表の対象事業年度における取引の実績による。

上記（１）に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等と併せ、

次に掲げる情報を公表する。
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（３） 当機構に提供していただく情報

①契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当機構における最終職名等）

②直近の事業年度における総売上高または事業収入及び当機構との間の取引高

（４） 公　表　日

契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（４月に締結した契約については原則として９３日以内）

（５） そ　の　他

９．公的研究費の不正防止にかかる「誓約書」の提出について

１０．情報処理業務の委任等に係る特記仕様書における「誓約書等」の提出について

①特記仕様書第３（１）・第４（２）：本契約における履行体制及び遵守事項の誓約について

②特記仕様書第８（１）イ（ウ）：本契約における消去状況の報告について

③特記仕様書第８（１）イ（エ）：本契約における履行完了に伴う遵守事項の報告について

④特記仕様書第８（２）ウ：本契約における個人情報及び要機密情報に係る情報の管理記録の報告について

⑤特記仕様書第８（２）オ：本契約における情報消去承諾の申請について

⑥特記仕様書第８（２）ケ：本契約における業務従事者全員への教育及び研修の実施状況の報告について

⑦特記仕様書第10：再委託承認申請書

　当機構では、「政府機関等サイバーセキュリティ対策のための統一基準」（令和３年７月７日サイバーセキュリティ戦略本部決

定。）の趣旨を踏まえ、契約相手方となった場合に、特記仕様書に基づく誓約書等の提出をお願いしています。

　「（単価契約）GRAS-Diによる魚類DNAからの塩基配列データ取得業務」（以下、「本契約」という。）特記仕様書をご理解いただ

き、以下内容の誓約を書面にしてご提出をお願　　いします。

　当機構ホームページ（契約に関する情報）に「国立研究開発法人水産研究・教育機構が行う契約に係る情報の公表について」が掲

載されているのでご確認いただくとともに、所要の情報の当機構への提供及び情報の公表に同意の上で、応札若しくは応募、または

契約の締結を行っていただくようご理解とご協力をお願いいたします。

　なお、応札若しくは応募、または契約の締結をもって同意されたものとみなさせていただきますので、ご了知願います。

　当機構では、国より示された「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成１９年２月１５日

文部科学大臣決定）に沿って、公的研究費の契約等における不正防止の取り組みを行っており、取り組みのひとつとして、取引先の

皆様に「国立研究開発法人水産研究・教育機構との契約等にあたっての注意事項」（URL：

http://www.fra.affrc.go.jp/keiyaku/pledge_request/note_contract.pdf）をご理解いただき、一定金額以上の契約に際して、当

該注意事項を遵守する旨の「誓約書」の提出をお願いしています。

　公的研究費の不正防止関係書類（①公的研究費の不正防止にかかる「誓約書」の提出について、②国立研究開発法人水産研究・教

育機構との契約等にあたっての注意事項、③誓約書）は、入札説明書に添付しますので、契約相手方となった場合は、誓約書の提出

をお願いします。

　なお、当機構の本部、研究所、開発調査センター、水産大学校いずれか１箇所に１回提出していただければ、当機構内の次回以降

の契約では再提出する必要はありません。
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業 務 仕 様 書 

 

１．件  名  （単価契約）GRAS-Diによる魚類 DNAからの塩基配列データ取得業務 

 

２．業務目的  DNA分析手法の一つであるGRAS-Di技術を用いて、魚類のDNAサンプルから

塩基配列データ（FASTQデータ）を取得することを目的とする。 

 

３．試  料  魚類から抽出したゲノムDNA（濃度15ng/µL以上、液量20µL以上） 

         注）ゲノムDNAは、キット等を用いて抽出した精製済DNA溶液のほか、DNA

精製されていない粗DNA溶液（クルードサンプル）を含む。 

 

４．予定数量  １）1,100サンプル 出力量：１サンプル＝平均１Mreads 

        ２）2,300サンプル 出力量：１サンプル＝平均５Mreads 

        ３）3,000サンプル 出力量：１サンプル＝平均８Mreads 

        ※数量は確定ではなく、増減があり得る。 

 

５．業務期間  自）契 約 締 結 日 

        至）令和７年３月３１日 

 

６．業務内容  １）各庁舎より送付するサンプルについて、UVによる吸光度測定により、DNA   

の濃度及び品質が解析に問題がないことを確認すること。問題が生じた

場合、請負業者は担当職員にその旨を報告し、請負業者と担当職員の協議

により解析進行を決定すること。 

                ２）各サンプルについて、ランダムプライマーを用いた２回の PCR 反応によ

り、ゲノムを一様にカバーしたアンプリコンを増幅し、GRAS-Di 用のシ

ーケンスライブラリの調整を行う。各サンプルの識別に用いるバーコー

ドには Dual Indexを使用する。DNA濃度が低いものを中心に、20以上

のサンプルについて、電気泳動により目的のアンプリコンの増幅の有無

を確認する。 

          注）ランダムプライマーは、Illumina 社のアダプター配列を付与した

プライマーセットが利用可能であること。また、ランダムプライマーの

セット数は通常の 64セットのほか、32セット、16セット等の複数条件

から選択可能であること。 



３）次世代シーケンサーを用いて 150 bp のペアエンドシーケンスを行い、各

サンプルで指定した出力量に応じたシーケンスデータ（１サンプル平均

１M、５Mまたは８Mreads/sample）を取得する。 

  注）次世代シーケンサーは、Illumina社製または MGI Tech社製を用い

ることとする。 

４）得られたシーケンスデータについて、FASTQ形式でハードディスク等に

記録し、データを発注した庁舎へ納品する。 

５）各サンプルの発注単位は下記のとおりとする。 

48サンプル、96サンプル、192サンプル以上、480サンプル以上、960サ

ンプル以上、1920サンプル以上         

注）GRAS-Di解析ソフトによるシーケンスデータの解析は行わないこと。 

 

７．成 果 品  １）成果品（データ等）全てを電子媒体（HDD等）に保存し、１部を発注し 

た庁舎ごとに提出する。 

２）電子媒体での成果品提出の際は、提出前にウイルスチェックを行うこと。 

３）シーケンシング配列データは FASTQ 形式とする。 

４）成果品の提出は、サンプル到着後 90日以内とする。 

 

８．発注及び  国立研究開発法人水産研究・教育機構 水産技術研究所 

納入場所  (1)長 崎 庁 舎：〒851-2213 長崎県長崎市多以良町1551-8 

(2)五 島 庁 舎：〒853-0508 長崎県五島市玉之浦町布浦122－7 

(3)八重山庁舎：〒907-0451 沖縄県石垣市桴海大田148 

        (4)南 勢 庁 舎：〒516-0193 三重県度会郡南伊勢町中津浜浦422－1 

        (5)玉 城 庁 舎：〒519-0423 三重県度会郡玉城町昼田224-1 

        (6)上 浦 庁 舎：〒879-2602 大分県佐伯市上浦大字津井浦 

 

９．業務報告 本業務は成果品提出後、完了届もしくは完了報告書の提出をもって完了と 

する。 

報告期限：令和７年３月３１日 

 

 

 

 



10．特記事項  １）請負業者と GRAS-Diの開発元であるトヨタ自動車株式会社において、技 

術契約が締結されていること。 

２）本業務における品質確認及び解析業務について、別添：国立研究開発法 

人水産研究・教育機構における情報処理業務の委任等に係る特記仕様書 

に従うこと。 

        ３）発注は、各庁舎調達担当者より行う。 

４）試料の引渡し及び返却、成果品の送付に係る費用は請負業者負担とする

こと。 

５）解析後に残ったサンプル DNAについては返却すること。 

６）契約締結者は納入を完了し、検査職員の検査に合格した後、該当庁舎分 

  をとりまとめ、その翌月に以下の請求先に請求を行うこと。 

請求書送付先 

（水産技術研究所内以下の庁舎宛） 
請 求 内 容 

長崎庁舎 

〒851-2213 

長崎県長崎市多以良町 1551-8 

(1)長崎庁舎  発注分 

(2)五島庁舎  発注分 

(3)八重山庁舎 発注分 

南勢庁舎 

〒516-0193 

三重県度会郡南伊勢町中津浜浦 422-1 

(4)南勢庁舎  発注分 

(5)玉城庁舎   発注分 

(6)上浦庁舎  発注分 

 

11．そ の 他  詳細については担当職員の指示に従うこと。 



1 
 

国立研究開発法人水産研究・教育機構における 
情報処理業務の委任等に係る特記仕様書 

 
国立研究開発法人水産研究・教育機構（以下「機構」という。）から情報処理業務の委任等

を受けた請負者（以下「請負者」という。）は、契約書及び仕様書等に定めのない事項につい
て、この国立研究開発法人水産研究・教育機構における情報処理業務の委託等に係る特記仕
様書（以下「特記仕様書」という。）に定める事項に従って契約を履行しなければならない。 

 
第１ 情報セキュリティポリシーを踏まえた情報処理業務の履行  

請負者は、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準」（令和３年７
月７日サイバーセキュリティ戦略本部決定。以下「統一基準」という。）の趣旨を踏まえ、
以下の事項を遵守しなければならない。 

 
第２ 定義 

この特記仕様書において使用する用語の意義は、次の各号に定めるところによるほか、
統一基準による。 
（１）個人情報 

「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 59
号）第 2 条第 2 項に規定する個人情報及び「行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律」（平成 25 年法律第 27 号）に規定する個人番
号をいう。 

（２）要機密情報 
立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号第５

条各号における不開示情報に該当すると判断される蓋然性の高い情報を含む情報
をいう。 

（３）業務 
機構の保有する個人情報及び要機密情報をコンピュータ等により処理する情報処

理業務であって、業務の一部または全部について、契約をもって機構外の者に実施
させることをいう。委任、準委任、請負等の契約形態を問わないものとする。 

（４）契約目的物 
仕様書等で機構が指定する物件をいう。 

（５）成果物 
契約目的物の仕掛品及び契約履行過程で発生した出力帳票及び電磁的記録物等を

いう。 
（６）機構からの貸与品等 

この契約に基づく業務を処理するため、機構が貸与する原票、資料、その他貸与
品等及びこれらに含まれる個人情報等並びに要機密情報をいう。承諾を得て複写あ
るいは複製したものを含むものとする。 
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第 3 業務の実施体制 
（１）請負者は、契約締結後直ちに業務を履行できる体制を整えるとともに、当該業務に 

関する責任者、作業体制、連絡体制及び作業場所についての記載並びにこの特記仕様 
書を遵守し業務を請け負う旨の誓約を書面にし、機構に提出すること。 

（２） (１)の事項に変更が生じた場合、請負者は速やかに変更内容を機構に提出すること。 
 
第 4 業務従事者への遵守事項の周知 

（１）請負者は、この契約の履行に関する遵守事項について、業務従事者全員に周知徹底 
し、遵守させること。 

（２）請負者は、(１)の実施状況を書面にし、機構に提出すること。 
 
第 5 情報の保持と目的外使用の禁止 

請負者は、この契約の履行により知り得た個人情報、要機密情報、契約目的物及び成果
物を第三者に提供してはならない。また、他の用途に使用してはならない。 

 
第 6 複写及び複製の禁止 

請負者は、機構からの貸与品等を機構の承諾なくして複写及び複製をしてはならない。
なお、承諾を得て複写あるいは複製したものについても、第 5 の規定を遵守すること。 

 
第７ 作業場所以外への持出禁止 

請負者は、機構が指示または承認する場合を除き、機構からの貸与品等について、第３
(１)における作業場所以外へ持ち出してはならない。 

 
第８ 情報の保管及び管理 

請負者は、業務に係る情報の保管及び管理に万全を期するため、業務の実施に当たって
以下の事項を遵守しなければならない。 
(１) 全般事項 

ア 契約履行過程 
(ア) 以下の事項について安全管理上必要な措置を講じること。 

ａ 業務を実施する施設等の入退室管理 
ｂ 機構からの貸与品等の使用及び保管管理 
ｃ 契約目的物、成果物の作成、使用及び保管管理 
ｄ その他、仕様書等で指定したもの 

(イ) 機構から(ア)の内容を確認するため、業務の安全管理体制に係る資料の提出を
求められた場合は直ちに提出すること。 

イ 契約履行完了時 
(ア) 機構からの貸与品等を、契約履行完了後速やかに機構に返還すること。 
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(イ) 契約目的物の作成のために、業務に係る情報を記録した一切の媒体（紙及び電
磁的記録媒体等一切の有形物）（以下「記録媒体」という。）については、契約履
行完了後に記録媒体上に含まれる当該業務に係る情報を全て消去すること。 

(ウ) (イ)の消去結果について、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去方法
及び消去日を明示した書面で機構に報告すること。 

(エ) この特記仕様書の事項を遵守した旨を書面で報告すること。また、あらかじめ
機構の承諾を得て、再委託を行った場合は再委託先における状況も同様に報告す
ること。 

ウ 契約解除時 
イの規定の「契約履行完了」を「契約解除」に読み替え、規定の全てに従うこと。 

エ 事故発生時 
契約目的物の納入前に契約目的物の仕掛品、契約履行過程で発生した成果物及び機

構からの貸与品等の紛失、滅失及び毀損等の事故が生じたときには、その事故の発生
場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく機構に報告し、機構の
指示に従うこと。 

（２）個人情報及び要機密情報の取扱いに係る事項 
機構からの貸与品等、契約目的物及び成果物に含まれる情報で既に公知の情報、機

構から請負者に提示した後に請負者の責めによらないで公知となった情報、及び機構
と請負者による事前の合意がある情報は、要機密情報に含まれないものとする。個人
情報及要機密情報の取扱いについて、請負者は、以下の事項を遵守しなければならな
い。 

ア 個人情報及び要機密情報に係る記録媒体を、施錠できる保管庫または施錠及び入退
室管理の可能な保管室に格納する等適正に管理すること。 

イ アの個人情報及び要機密情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、
台帳等を設け個人情報及び要機密情報の管理状況を記録すること。 

ウ 機構から要求があった場合または契約履行完了時には、イの管理記録を機構に提出
し報告すること。 

エ 個人情報及び要機密情報の運搬には盗難、紛失、漏えい等の事故を防ぐ十分な対策
を講じること。 

オ (１)イ(イ)において、個人情報及び要機密情報に係る部分については、あらかじめ
消去すべき情報項目、数量、消去方法及び消去予定日等を書面により機構に申し出て、
機構の承諾を得たうえで消去を行うこと。 

カ (１)エの事故が、個人情報及び要機密情報の漏えい、滅失、毀損等に該当する場合
は、漏えい、滅失、毀損した個人情報及び要機密情報の項目、内容、数量、事故の発
生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面をもって、遅滞なく機構に報告し、機構
の指示に従うこと。 

キ カの事故が発生した場合、請負者は二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点
から、機構に可能な限り情報を提供すること。 
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ク (１)エの事故が発生した場合、機構は必要に応じて請負者の名称を含む当該事故に
係る必要な事項の公表を行うことができる。 

ケ 業務の従事者に対し、個人情報及び要機密情報の取扱いについて必要な教育及び研
修を実施すること。なお、教育及び研修の計画及び実施状況を書面にて機構に提出す
ること。 

コ その他、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月 30 日号外法律第 57 号）に
従って、本業務に係る個人情報を適切に扱うこと。 

 
第９ 機構の施設内での作業 

（１） 請負者は、業務の実施に当たり、機構の施設内で作業を行う必要がある場合には、
機構に作業場所、什器、備品及び通信施設等の使用を要請することができる。 

（２） 機構は、(１)の要請に対して、使用条件を付した上で、無償により貸与または提
供することができる。 

（３） 請負者は、機構の施設内で作業を行う場合は、次の事項を遵守するものとする。 
ア 就業規則は、請負者の定めるものを適用すること。 
イ 請負者の発行する身分証明書を携帯し、機構の指示があった場合はこれを提示する

こと。 
ウ 請負者の名称入りネームプレートを常に着用すること。 
エ その他、(２)の使用に関し機構が指示すること。 

 
第 10 再委託の取扱い 

（１） 請負者は、この契約の履行に当たり、再委託を行う場合には、あらかじめ再委託
を行う旨を書面により機構に申し出て、機構の承諾を得なければならない。 

（２） (１)の書面には、以下の事項を記載するものとする。 
ア 再委託の理由 
イ 再委託先の選定理由 
ウ 再委託先に対する業務の管理方法 
エ 再委託先の名称、代表者及び所在地 
オ 再委託する業務の内容 
カ 再委託する業務に含まれる情報の種類（個人情報及び要機密情報について明記する

こと。） 
キ 再委託先のセキュリティ管理体制（個人情報、要機密情報、記録媒体の保管及び管

理体制について明記すること。） 
ク 再委託先が第１及び第３から第９までに定める事項を遵守する旨の誓約 
ケ その他、機構が指定する事項 

（３） 第１及び第３から第９までに定める事項については、請負者と同様に、再委託先
においても遵守するものとし、請負者は、再委託先がこれを遵守することに関して
一切の責任を負う。 
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第 11 実地調査及び指示等 
（１） 機構は、必要があると認める場合には、請負者の作業場所の実地調査を含む請負

者の作業状況の調査及び請負者に対する業務の実施に係る指示を行うことができる。 
（２） 請負者は、(１)の規定に基づき、機構から作業状況の調査の実施要求または業務

の実施に係る指示があった場合には、それらの要求または指示に従わなければなら
ない。 

（３） 機構は、(１)に定める事項を再委託先に対しても実施できるものとし、請負者は、
再委託先にその承諾を得ておかなければならない。 

 
第 12 情報の保管及び管理等に対する義務違反 

（１） 請負者または再委託先において、第３から第９までに定める情報の保管及び管理
等に関する義務違反または義務を怠った場合には、機構は、この契約を解除するこ
とができる。 

（２） （１）に規定する請負者または再委託先の義務違反または義務を怠った場合には、
機構は、これらの行為を差し止めることができる。 

（３） (１)に規定する請負者または再委託先の義務違反または義務を怠ったことによっ
て機構が損害を被った場合には、機構は請負者に損害賠償を請求することができる。
機構が請求する損害賠償額は、機構が実際に被った全ての損害額とする。 

 
第 13 存続 

第５、第６及び第 12 の規定は、本契約の解除または期間満了による終了後も存続するも
のとする。 
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